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会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 令和４年度第２回武蔵村山市個人情報保護審議会 

開 催 日 時 令和４年５月１２日（木）午後１時３０分～午後３時 

開 催 場 所 市役所３０１会議室 

出 席 者 及 び 

欠 席 者 

出 席 者：佐々木会長、森本副会長、小川委員、加園委員、乃一委員、原

田委員、森林委員、山田委員 

欠 席 者：内野委員、比留間委員 

事 務 局：文書法制課長、文書法制課係長（法務係）、文書法制課主任

（法務係） 

報 告 事 項 

⑴ 個人情報を取り扱う業務の状況について 

⑵ 個人情報を取り扱う業務の開始の届出に係る事項について 

⑶ 個人情報を取り扱う業務の変更の届出に係る事項について 

⑷ 個人情報を取り扱う業務の廃止の届出に係る事項について 

⑸ 保有個人情報の利用状況の届出に係る事項について 

⑹ 保有個人情報の外部提供の届出に係る事項について 

⑺ その他 

議 題 

⑴ 個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本市の個人情報保護制

度の見直しについて 

⑵ その他 

 ア 令和４年８月の会議日程について 

結 論 
（決定した方針、残さ

れた問題点、保留事項

等を記載する。） 

⑴ 今後も引き続き審議する。 

⑵ ア ８月５日（金）午前１０時から開催する。 

審 議 経 過 
（主な意見等を原則と

して発言順に記載し、

同一内容は一つにまと

める。） 

 

（○＝委員、 

●＝事務局等） 

 

○ それでは、ただ今から、令和４年度第２回武蔵村山市個人情報保護審

議会を開催いたします。本日は、御多用の中、お集まりいただきまし

て、ありがとうございます。 

  本審議会の会議につきましては、「武蔵村山市個人情報保護審議会の

会議の公開に関する運営要領」第２条の規定に基づき、「公開」を原則

として審議を進めております。 

本日の会議につきましては、会議開会前に文書法制課長と協議を行

い、非公開情報として取り扱う議題がないと判断いたしましたので、公

開により開催いたします。 

 

報告事項 

⑴ 個人情報を取り扱う業務の状況について 

⑵ 個人情報を取り扱う業務の開始の届出に係る事項について 

⑶ 個人情報を取り扱う業務の変更の届出に係る事項について 

⑷ 個人情報を取り扱う業務の廃止の届出に係る事項について 

⑸ 保有個人情報の利用状況の届出に係る事項について 

⑹ 保有個人情報の外部提供の届出に係る事項について 

 

○ はじめに、報告事項ですが、御異議がなければ、報告事項⑴「個人情

報を取り扱う業務の状況について」から報告事項⑹「保有個人情報の外

部提供の届出に係る事項について」までを一括での報告とさせていただ

きたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○ 異議なし 
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○ それでは、報告事項⑴「個人情報を取り扱う業務の状況について」か

ら報告事項⑹「保有個人情報の外部提供の届出に係る事項について」ま

で一括で、事務局に報告を求めます。 

● それでは、報告事項⑴「個人情報を取り扱う業務の状況について」か

ら報告事項⑹「保有個人情報の外部提供の届出に係る事項について」ま

で一括で御報告いたします。 

  まず、報告事項⑴「個人情報を取り扱う業務の状況について」です

が、会議次第の１ページ及び２ページを御覧ください。こちらの表は、

令和４年４月３０日現在で市長に届出がなされている個人情報取扱業務

につきまして、部署ごとの件数をまとめたものでございます。２ページ

下の合計欄に記載されておりますとおり、令和４年４月３０日現在の個

人情報取扱業務は、市長から議長までの各実施機関の合計で６２７件と

なっております。 

  なお、この件数は、報告事項⑵から⑷までで報告させていただきま

す、個人情報を取り扱う業務の開始・変更・廃止の届出を反映した件数

となっております。 

 

  次に、報告事項⑵「個人情報を取り扱う業務の開始の届出に係る事項

について」報告いたします。 

  会議次第の３ページ及び報告資料の３ページを御覧ください。条例第

６条第１項の規定による個人情報を取り扱う業務の開始に係る届出がな

された件数は３件です。詳細につきましては、報告資料の３ページに記

載されたとおりでございます。なお、保有開始年月日が、昭和６１年の

もの及び平成２８年のものがございますが、これらは、主管課からの届

出が遅れたため、今回御報告させていただくものでございます。 

  このような古い届出に関しては、以前から御意見をいただいていると

ころでございますので、改めて、頻繁にこのような届出がなされている

現状について御説明させていただきます。事務局では、毎年４月及び１

０月に、事務連絡等で各課に当該届出制度について周知を行っており、

これを受けた各課の担当者が見直しを行った結果、過去に届出がなされ

るべきであったにもかかわらず届出がなされていなかったものが発見さ

れ、その都度、届出がされるものでございます。 

  したがいまして、このような届出がなされること自体は、事務局が行

っております周知の結果であるものと考えておりますが、本来、届出を

すべきであった時点で適正な届出がなされなかったことには違いがあり

ませんので、今後も適正な届出について周知を続けてまいります。 

  なお、周知の時期を４月及び１０月としているのは、担当者が替わっ

たときが最もこのような届出の漏れが発見されやすいため、人事異動の

時期に合わせているものでございます。 

 

  次に、報告事項⑶「個人情報を取り扱う業務の変更の届出に係る事項

について」報告いたします。 

  会議次第の４ページ及び報告資料の７ページを御覧ください。条例第

６条第１項の規定による個人情報を取り扱う業務の変更に係る届出がな

された件数は３件です。届出に係る事項の詳細につきましては、報告資

料の７ページ及び８ページに記載されたとおりです。 

  なお、変更年月日が令和２年のものにつきましては、主管課からの届

出が遅れたため、今回御報告させていただくものでございます。 

 

  次に、報告事項⑷「個人情報を取り扱う業務の廃止の届出に係る事項
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について」報告いたします。会議次第の５ページ及び報告資料の１１ペ

ージを御覧ください。条例第６条第２項の規定に基づき、届出がなされ

た業務の件数は１０件でございます。詳細につきましては、報告資料１

１ページから１５ページまでに記載されたとおりです。なお、廃止年月

日が平成２５年以前のものにつきましては、主管課からの届出が遅れた

ため、今回御報告させていただくものでございます。 

 

  次に、報告事項⑸「保有個人情報の利用状況の届出に係る事項につい

て」報告いたします。会議次第の６ページ及び報告資料の１９ページを

御覧ください。これは、令和３年度に実施された個人情報を利用する業

務の件数及び当該事務において利用された個人情報についてまとめたも

のでございまして、条例第６条第３項の規定に基づき届出がなされた業

務件数は、５６７件でございます。詳細につきましては、報告資料の１

９ページから４６ページまでに記載されたとおりです。 

 

  次に、報告事項⑹「保有個人情報の外部提供の届出に係る事項につい

て」報告いたします。会議次第の７ページ及び報告資料の４９ページを

御覧ください。条例第８条第４項の規定に基づく届出がなされた件数は

１９件、提供先の合計は９０件でございます。詳細につきましては、報

告資料４９ページから５５ページまでのとおりでございます。 

  以上で、報告を終わります。 

 

【主な意見等】 

○ 外部提供のＮｏ６とＮｏ７が重複しているように思います。 

● 確認したところ、同一の届出を重複して記載しておりました。Ｎｏ７

を削除し、それに伴い、外部提供の件数が１件減じることとなります。 

○ 廃止の届出Ｎｏ１「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技

大会における東京都の都市ボランティアへの推薦事務」及びＮｏ２「武

蔵村山市東京２０２０オリンピック聖火リレーボランティア募集業務」

において、それぞれ「介助者の有無」及び「障害」を保有することとさ

れていたようですが、その理由を教えてください。 

● 開始届出書に保有する項目に関する資料等があったはずですが、手元

にございませんので、後日お調べして報告いたします。 

※ 報告として送付した資料の概要 

  都市ボランティア推薦事務は東京都からの依頼を受けて実施したもの

で、「介助者の有無」は東京都から当該事務における基本的な収集項目

として示されたものです。その趣旨としては、ボランティア参加者の状

態によってボランティアへの参加を拒否するような扱いはしないもの

の、「介助者の有無」を考慮して活動内容の決定及び配置を行う必要が

あるというものです。 

  聖火リレーボランティア募集業務については、市独自の事務ですが、

内容及び性質が都市ボランティア推薦事務と類似していたこと（リレー

ルート上への侵入防止、歩行者の通路確保など）から、当該事務に準じ

た扱いをすることとしたものです。 

  なお、保有項目を「障害」に限定したのは、より的確な記載とするた

めです。 

○ 外部提供のＮｏ１で、「一般廃棄物処理業許可事務等」のために「住

民基本台帳事務及び戸籍事務」から提供した項目に「身分事項」とあり

ますが、あまり使われることがない項目だと思います。これの提供を求

められたのはなぜでしょうか。 
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● 届出を行った所管部署に確認しなければ正確なところは不明ですが、

業務の許可をするに際して、その代表者等が制限行為能力者でないこと

を確認する目的と考えられます。こちらについても、後日確認し、報告

させていただきます。 

※ 所管部署に確認した結果、事務局の説明のとおりでした。 

 

報告事項 

⑺ その他 

○ 報告事項⑺「その他」について、事務局に報告を求めます。 

● 報告事項はありません。 

 

議題 

⑴ 個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本市の個人情報保護制

度の見直しについて 

 

○ 議題⑴「個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本市の個人情

報保護制度の見直しについて」を議題とし、事務局に説明を求めます。 

● それでは、個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本市の個人

情報保護制度の見直しに係る諮問事項について、説明いたします。 

  諮問書を１枚めくり、２ 諮問の目的・趣旨を御覧ください。 

  本市では、平成２年６月に武蔵村山市個人情報保護条例を施行し、各

実施機関における個人情報の適切な収集、保管、利用等に努めてまいり

ました。 

  一方、国においては、社会全体のデジタル化に対応した個人情報保護

とデータ流通の両立、個人情報の保護に関する国際的な制度調和等を図

るため、いわゆるデジタル社会形成整備法による個人情報保護法の一部

改正により、従来、民間事業者、国の行政機関、独立行政法人等、地方

公共団体、地方独立行政法人ごとに規律が分かれていたものを、個人情

報保護法に一元化することとされました。 

  一部改正される個人情報保護法ですが、国の行政機関、独立行政法人

等に係る規定は、既に本年４月１日から施行されており、地方公共団体

に係る規定は、令和５年４月１日から施行されてまいります。 

  これにより、これまで個人情報保護条例により運用されてきた本市の

個人情報保護制度が、個人情報保護法による全国統一ルールにより運用

されていくことになりますが、一部事項につきましては、地域の実情に

応じ各地方公共団体の条例で定め得るものとされているため、当該事項

につき本市がどのように条例に定め、又は定めないのかを検討する必要

があります。 

  このため、一部改正後の個人情報保護法による本市の個人情報保護制

度の在り方について調査審議をいただきたく諮問するものでございま

す。 

  次に、諮問事項に入る前に、改正される個人情報保護法の全体像をつ

かんでいただきたく、本日お配りした「個人情報保護法の改正に伴い生

じる本市の個人情報保護制度への主な影響点」を御覧ください。 

  まず、１ページの個人情報の定義ですが、アンダーラインの部分、条

例では、「他の情報と照合することができ」として、照合対象となる情

報の範囲を限定していないのに対し、法律では、「容易に照合すること

ができ」とされ、他の情報と容易に照合できないものは個人情報に該当

しないという整理になってまいります。 

  次に、行政機関等匿名加工情報の作成についてですが、これまで本市
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においては、条例にこうした規定はございませんでした。法律では、個

人情報の保護とデータ流通の両立を図るために、特定の個人を識別させ

る部分を除去・加工した行政機関等匿名加工情報を作成することができ

るとされています。 

  次に、２ページの個人情報の取扱いです。 

  １ 個人情報の保有制限についてですが、条例では、個人情報を、所

掌事務を達成するために必要な場合に限り保有することができるとする

規定、いわゆるセンシティブ情報の原則保有禁止の規定及び個人情報の

原則本人収集の規定がございますが、法律では、個人情報の所掌事務の

範囲内での保有に限定する規定はあるものの、センシティブ情報の原則

保有禁止の規定や個人情報の原則本人収集の規定はございません。この

点について、国の考え方は、四角囲みの部分に記述するように、個人情

報の保有は、法令の定める所掌事務の遂行に必要な場合に利用目的の達

成に必要な範囲内でのみ認められ、法令上個人情報を保有できる範囲

と、取得制限がある条例上での個人情報を保有できる範囲は概ね同様で

あるとしております。 

  ２ 安全確保措置については、ほぼ同様でございます。 

  ３ 目的外利用又は外部提供の制限でございますが、大きく異なるの

は、法律の②行政機関等が法令の定める所掌事務又は業務の遂行に必要

な限度で保有個人情報を内部で利用する場合又は保有個人情報の提供を

受ける一定の者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提

供に係る個人情報を利用する場合であって、当該保有個人情報を利用す

ることについて相当の理由があるときは、目的外利用又は外部提供をす

ることができるとする規定でございます。この点について、国の考え方

は、四角囲みの部分に記述するように、地方公共団体にも行政機関個人

情報保護法と同等の規定を改正個人情報保護法で適用し、相当の理由の

具体的な判断に資するために国が定めるガイドライン等に基づく運用を

行うことで、個人情報の保護水準を従前から変えることなく、共通ルー

ルの下で運用が図られるとしております。 

  次に、３ページの下自己情報の開示、訂正及び利用停止の請求につい

てです。 

  こちらは、諮問事項の３及び４でございますので、後ほど説明いたし

ます。 

  次に、４ページの匿名加工情報の提供制度の導入でございます。 

  行政機関等匿名加工情報につきましては先ほど説明いたしましたが、

行政機関の長等に、定期的に民間事業者から行政機関等匿名加工情報の

利用についての提案を募集することを義務付けるものでございます。た

だし、経過措置として、当分の間、この規定は、都道府県及び指定都市

について適用され、他の地方公共団体は任意で提案募集を実施すること

が可能とされております。 

  次に、個人情報保護審議会の権能でございますが、こちらは、諮問事

項の５でございますので、後ほど説明いたします。 

  次に、その他でございますが、現行は、保有個人情報の開示等を請求

できる者は、本人のほか、未成年者又は成年被後見人の法定代理人のみ

が認められ、マイナンバーが含まれる保有特定個人情報の場合は任意代

理人が含まれておりましたが、法律では、開示等を請求できる者の範囲

に任意代理人が加えられることになります。 

 

  次に、諮問書に戻っていただき、諮問事項について説明いたします。 

  本日お配りした「条例で規定する事項の一覧」も合わせて御覧くださ
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い。「条例で規定する事項の一覧」には、１で条例で定める必要がある

事項、つまり必ず条例で定めなければならない事項、２で必要に応じて

条例で定めることが考えられる事項及び、３で条例で定めることが妨げ

られるものではない事項から構成され、各表の右端には備考として、諮

問している場合はその旨、諮問していない場合はその旨及びその理由を

記載しております。 

 

  続いて諮問事項の説明をいたします。１事項ずつ質疑の時間を設けま

すので、御質問がありましたら、その都度お答えいたします。なお、御

意見を整理する時間が必要と思いますので、本日は、事務局から諮問事

項の概要を説明するに留め、具体的な審議については次回以降にお願い

できればと考えております。 

 

  まず、諮問事項１「条例要配慮個人情報を条例で定める必要性につい

て」を御覧ください。 

  改正法において、民間事業者においては、思想、信条などの要配慮個

人情報、いわゆるセンシティブ情報について、本人同意のない収集の禁

止や、本人の事前同意なしで第三者提供できるとする例外、これはいわ

ゆるオプトアウトと呼ばれるものですが、このオプトアウトからの除外

といった制限が定められている一方、行政機関等について、センシティ

ブ情報の収集について特別の収集制限規定が設けられておりません。 

  この点について国の考え方は、行政機関は、事務事業の目的達成に必

要な限りでセンシティブ情報も収集・保管しなければならない場合があ

ること等も踏まえ、その考え方を改正法に反映しています。 

  その上で、改正法では、地域の特性その他の事情に応じて、本人に対

する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特

に配慮を要するものを「条例要配慮個人情報」として条例で定めること

ができるとしています。本市においては、改正法で定める要配慮個人情

報のほか、ＤＶ、虐待、ＬＧＢＴに関する相談記録や懲戒処分の履歴等

の情報を保有しているため、これらの情報を「条例要配慮個人情報」と

して条例で規定することも考えられます。 

  しかし、条例で条例要配慮個人情報を定めた場合でも、その収集につ

いては特段の制限規定が設けられておらず、市による取得制限などの固

有のルールを付加することが許容されない中で、条例で定める実利が乏

しいと考えております。諮問事項１の説明は、以上でございます。 

 

【主な意見等】 

○ 固有のルールを付加することが許容されないという説明の根拠を教え

てください。 

● お配りした資料ではないのですが、国から示された事務対応ガイドの

中で、条例要配慮個人情報について、取得や提供に係る固有の規定を設

けることは、法の趣旨に照らし、認められない旨が記載されています。 

○ ガイドラインの１７ページには、条例で要配慮個人情報の記述等を規

定することができると記載されています。固有のルールを設けることが

制限されるのであれば、この点が矛盾するように思います。 

● 机上配布しました「条例で規定する事項の一覧」の２の１つ目の枠に

ありますように、地域の特性その他の事情に応じて、本人に対する不当

な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を

要するものとして地方公共団体が条例で「要配慮個人情報に相当する記

述等」を定めることを認めたものでございます（要配慮個人情報に相当
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する記述等を規定することを認めるとする記載であって、固有のルール

を付加することを認めたものではありません。）。 

  具体的には、例えば、ＤＶ被害者の相談記録等を条例要配慮個人情報

として定めることが考えられますが、その場合であっても、法の規定を

超えた運用ルールを定めることは認められません。 

  したがって、事務局としては、諮問事項１の条例要配慮個人情報に当

たる記述等を条例で定める実益は乏しいと考えております。 

○ 非常に難しい問題なので、よく考えて審議をする必要があると思いま

す。 

○ 今回諮問された件に係る条例は、実施細則のようなものであるため、

法を超えた規定を作ることはできないものと考えてよいでしょうか。 

● お見込みのとおりです。現状では、個人情報保護条例自体が市におけ

る個人情報保護制度の運用の根拠とされているところですが、法施行後

は、個人情報保護制度の根拠となる法律を施行するための条例という性

質になります。 

 

  次に、諮問事項２「法定の個人情報ファイル簿とは別の個人情報の保

有の状況に関する事項を記載した帳簿の作成・公表を条例で定める必要

性について」を御覧ください。 

  改正法にいう個人情報ファイルには、電子計算機を用いて特定の保有

個人情報を検索できるように体系的に構成したもの（電子計算機で検索

できるようにしたもの）と、氏名、生年月日等により特定の保有個人情

報を容易に検索できるように体系的に構成したもの（手作業で検索でき

るようにしたもの）の２種類がございます。 

  本市においては、これまで、個人情報を取り扱う業務ごとに、個人情

報を取り扱う業務の名称等を記載した届出書の提出を義務付け、これを

一覧表形式の「個人情報目録」の形で公表するほか、市役所１階の市政

情報コーナーに配架しております。 

  改正法においては、個人情報ファイルに関する事項を集約した個人情

報ファイル簿の作成・公表を義務付けておりますが、本市における改正

法への対応としては、従来の業務単位の登録から個人情報ファイル単位

の登録に見直すとともに、現行の目録での記載不足項目を追加する必要

があります。 

  その上で、改正法は「個人情報ファイル簿とは別の個人情報の保有の

状況に関する事項を記載した帳簿を作成し、公表することを妨げるもの

ではない」としていますが、どのような個人情報の集合体を市が保有し

ているのかを明らかにし、本人による自己情報へのアクセスを容易にす

るという立法趣旨に照らせば、その役割は法定の個人情報ファイル簿で

充足すると考えられることから、個人情報ファイル簿とは別の帳簿の作

成・公表を条例で定める必要はないと考えております。諮問事項２の説

明は、以上です。 

 

【主な意見等】 

● 現行制度においては、例えば「児童手当に関する事務」の中には、

「児童手当の支給」等の細かい事務の区分が存在し、それにより、当該

区分ごとに利用される「氏名、年齢等の個人情報の集合体」である個人

情報ファイルも複数存在しますが、これらを「児童手当に関する事務」

としてまとめ、事務を単位として保有個人情報目録で管理しています。 

  法施行後は、個人情報ファイルごとに管理することとなり、個人情報

ファイル簿として公表することとなります。 
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○ 事務局では、事務を単位とした保有個人情報目録を廃止する意向があ

るとのことですが、その場合、例えば児童手当の事務では、どのような

個人情報が扱われているかということを知ることはできなくなるのでし

ょうか。 

● 現行制度で使用している保有個人情報目録では、個人情報の利用の目

的を記載することとなっております。今後、制度移行により保有個人情

報目録を廃止することとなった場合でも、個人情報ファイル簿には、法

定の記載事項として、この利用の目的が指定されておりますので、事務

単位で検索することについては多少困難となる可能性がありますが、利

用の目的から検索することで、おおよそ同等の検索性を保つことができ

ると考えています。 

○ 現状、個人情報ファイルはどの程度存在するのでしょうか。 

● 現行の制度では、個人情報ファイルを管理することとされていないた

め、その数については把握していません。今後、各課に調査を行い、フ

ァイル簿の整理を行っていくこととなります。 

● 今回、次第の１ページ及び２ページに記載されております「個人情報

を取り扱う業務の数」は６２７件となっていますが、個人情報ファイル

を単位として整理する場合、１つの事務で複数のファイルを扱っている

場合があることから、これを上回る相当の規模になると予想していま

す。 

● 具体的には、おそらく数千といった単位になると予想しています。た

だし、諮問事項２に記載されておりますとおり、個人情報ファイルに含

まれる本人の数が１，０００人に満たない場合、個人情報ファイル簿を

作成する義務はございません。 

○ １，０００人未満の個人情報ファイル簿を作成しない場合、その管理

はどうなるのでしょうか。 

● 保有個人情報としては存在しますが、個人情報ファイル簿が作成及び

公表されることはありません。審議事項としては、その点をどう考える

かについて議論していただくこととなります。 

 

  次に、諮問事項３「改正法が規定する開示決定等の期限の特例を条例

で定める必要性について」を御覧ください。 

  開示請求があった場合の処理期限は、現行は、請求があった日の翌日

から起算して１４日以内に決定を行うものとし、やむを得ない理由があ

るときは、開示請求があった日の翌日から起算して３０日を限度として

延長できるとしています。情報公開制度における開示請求も同様として

おります。 

  また、訂正請求・利用停止請求については、訂正（利用停止）請求が

あった日の翌日から起算して３０日以内に決定を行うものとし、やむを

得ない理由があるときは、請求があった日の翌日から起算して６０日を

限度として延長できるとしています。 

  一方、改正法では、請求があった日から３０日以内の決定、正当な理

由があるときは３０日以内に限り延長できるとしています。 

  これを図示すると表のようになりますが、改正法の施行後は、開示請

求について、現行より処理期限が伸びることになります。この点につい

て、１点目として、一般に、情報公開請求の場合には対象公文書の量が

膨大になるケースが生じ得ますが、保有個人情報の開示請求ではそのよ

うな事態が生じることは少ないと想定される中で、情報公開条例におけ

る処理期限よりも長い期限とする妥当性があるか、２点目として、現行

よりも長い処理期限を定めることについて市民の理解を得られるか等を
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考慮すると、開示決定の期限を現行と同様とする旨を条例で定めること

としたいと考えております。諮問事項３の説明は、以上です。 

 

【主な意見等】 

○ 開示請求者は早く知りたいと考えるでしょうから、必ずしも期限を法

律に合わせる必要はないと思います。 

● 改正法でも条例で規定することが可能とされていますので、本審議会

での審議の結果を踏まえ、検討させていただきます。 

○ 短縮する分には問題ないということでよろしいでしょうか。 

● お見込みのとおりです。 

 

  次に、諮問事項４「条例で定める開示手数料の額について」を御覧く

ださい。 

  現行は、開示等に係る手数料を無料としつつ、写しの交付をするとき

は、写しの作成及び送付に要する費用のうち、保有個人情報が文書、図

画又は写真に記録されている場合の写しの作成に要する費用を除き、開

示請求者の負担としております。 

  改正法では、実費の範囲内において条例で定める額の負担を求めるこ

ととされ、その費用負担の仕組みを条例で定めることとされました。 

  そこで、現行の費用負担の考え方や情報公開制度・行政不服審査制度

における写しの作成に要する費用との均衡も考慮し、表のように条例等

で定めたいと考えております。諮問事項４の説明は、以上です。 

 

【主な意見等】 

● 参考情報ですが、国においては、１件３００円の手数料を徴収してい

ます。本市では、手数料については無料とし、写しの作成に係る費用に

ついては、一部を除き請求者の実費負担としていました。事務局として

は、市民の利益に資するため、手数料の有料化はすべきでないと考えて

います。 

 

  次に、諮問事項５「個人情報保護審議会への諮問事項について」を御

覧ください。 

  これまで、センシティブ情報の保有、本人以外のものからの個人情報

の収集、目的外利用・外部提供、電子計算組織の結合等については、個

人情報保護審議会への諮問・答申を経て実施してまいりました。 

  しかし、改正法の施行後は、地方公共団体の個人情報保護制度につい

ても法律の規律を適用して、法の解釈を国の個人情報保護委員会が一元

的に担うという仕組みとなったところ、地方公共団体の機関において、

個別の事案の法に照らした判断について、審議会等への諮問・答申によ

り実施することは、法の規律と解釈を個人情報保護委員会が一元的に担

うという改正法の趣旨に反するものであり、これまでのように類型的に

審議会への諮問・答申を経ることを実施の要件とする条例を定めてはな

らないとされました。 

  このため、個人情報保護審議会への諮問を要する場面は少なくなると

考えられますが、「条例で定めるところにより、個人情報の適正な取扱

いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であ

ると認めるときは、審議会その他の合議制の機関に諮問することができ

る」とされていることから、個人情報保護審議会の機能としての諮問事

項をどう考えるかについてであります。 

  なお、国からは、１点目として、定型的な案件の取扱いについて、国
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の法令やガイドラインに沿った「運用ルールの細則」を設定すること

や、２点目として、地方公共団体が法律の範囲内で地域の特殊性に応じ

た必要性から独自の個人情報保護に関する施策を実施する場合に意見を

聴くことが特に必要である場合が想定されるとしています。 

  こうした上で、１点目の「運用ルールの細則」の具体例としては、法

令やガイドライン、事務対応ガイドに従いつつ、法第６２条（利用目的

の明示）に基づく利用目的の明示の具体的方法に関する運用ルールを策

定する場合等が想定されるとしております。諮問事項５の説明は、以上

です。 

 

【主な意見等】 

○ 審議会が廃止されるというわけではなく、自治体の必要に応じて今後

も運用されるということだと思いますので、引き続き審議をしていきた

いと思います。 

○ 専門的な知見が求められることから、審議会の委員には、この分野に

精通した人選が必要になると思います。 

○ 委員の構成はバランスを考慮して定められていたように思います。 

● 国のＱ＆Ａによると、住民代表としての市民のみで審議会を構成する

ことは認められないとあります。一方、専門的な意見に関する市民の反

応を伺うことを目的として市民を構成員とすることは妨げられないた

め、専門的知見を有する構成員と住民代表としての構成員により審議会

を組織することは可能とされています。 

○ 現行制度と同様ということだと理解しました。このことについても、

今後も引き続いて審議をしたいと思います。 

 

  次に、諮問事項６「情報公開条例における開示情報及び非開示情報と

の整合を図るための条例の規定の必要性について」を御覧ください。 

  本市における情報公開は、武蔵村山市情報公開条例に基づき行われる

ものであるところ、１点目として、改正法が定める不開示情報であって

も情報公開条例で開示することとしている情報として条例で定めるもの

は改正法が定める不開示情報から除外することや、２点目として、これ

とは反対に、情報公開条例で非開示とすることとされている情報のうち

条例で定めるものは改正法が定める不開示情報とすることを、情報公開

制度との整合を図るために可能としています。 

  こうしたことを踏まえ、改正法と情報公開条例の非開示（不開示）情

報を比較すると、図のようになります。 

  改正法の１号で、開示請求者の生命、健康、生活又は財産を害するお

それがある情報は、右の情報公開条例では個人に関する情報として非開

示になるため、両者は一致しています。 

  次に、改正法の２号で、開示請求者以外の個人に関する情報を不開示

情報としていますが、右の情報公開条例では個人に関する情報として非

開示になるため、両者は一致しています。 

  次に、改正法の３号で、法人等の情報が不開示情報となっており、情

報公開条例と一致しています。 

  次に、改正法の４号と５号の記載を省略しているのは、４号が国の安

全が害される情報等ということで国の機関にのみ適用される規定、５号

が犯罪の予防、鎮圧等公共の安全と秩序維持に支障を及ぼす情報という

ことで国又は都道府県の機関にのみ適用され、市町村の機関には一般的

な適用がないため、省略しています。 

  次に、改正法の６号で、地方公共団体の内部又は相互間での審議、検
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討又は協議の情報が不開示情報となっており、情報公開条例と一致して

います。 

  次に、改正法の７号で、地方公共団体の事務事業の適正な遂行に対し

て支障を及ぼす情報が不開示情報となっており、情報公開条例と一致し

ています。 

  最後に、改正法には規定がありませんが、情報公開条例では法令秘情

報を非開示情報としていますので、この部分は、改正法の方が開示範囲

が広くなっています。しかし、本人に係る情報であるにもかかわらず、

法令により当該本人に対しても開示することを禁止しているような情報

は想定し難く、運用上も、これまで過去に適用した実績がありません。 

  こうしたことから、条例での措置は必要ないものと考えております。 

  諮問事項６の説明は、以上です。 

 

【主な意見等】 

○ 法令秘の適用は想定し難いという説明でしたが、現行の条例に規定さ

れているということは、何らかの想定があったのではないでしょうか。 

● 前提として、改正後の法において法令秘は規定されておらず（このこ

とについて、法では、条例による独自の不開示規定を認めていませ

ん。）、あくまで「情報公開条例との均衡を図るために、開示又は不開

示を義務付ける独自の規定」を新条例に置くかどうかという点が今回の

議題です。 

● その上で、法令とは、「法律、政令、府令、省令その他国の機関が定

めた命令をいう。」と解釈されており、これらの規定が本人に開示する

ことを明らかに禁止している場合及び法令等の趣旨及び目的から当然に

本人に開示することができないと認められる場合には法令秘を適用する

こととなりますが、本人に対して開示を禁止する趣旨の規定はおそらく

ないものと事務局では考えています。 

○ 適用が想定できないということで規定を置かないこととするか、情報

公開条例との均衡を保つために置く必要があるかについてきちんと精査

した上で判断するのかについては、今後の課題だと思います。 

 

● 最後に、その他でございますが、国から提供される情報は不確定な部

分もあり、今後、追加で提供される情報に応じ、諮問事項を追加する場

合があるということであります。 

説明は、以上です。 

 

【審議結果】 

○ 議題⑴「個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本市の個人情

報保護制度の見直しについて」は、今後も引き続き審議を行うこととし

ます。 

  今後、国等から新たな情報がもたらされた場合、事務局は、その情報

を審議会に提供し、及び説明してください。 

 

議題 

⑵ その他 

○ 議題⑵「その他」を議題とし、事務局に説明を求めます。 

● それでは、議題⑵のア「令和４年８月の会議日程について」御説明さ

せていただきます。当該議題は、令和４年度第１回会議の議題⑵のイに

おいて、令和４年８月の会議日程については、本日の会議で事務局から

再度日程案をお示しした上で、改めて検討していただくこととされたこ
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とから、改めて議題とさせていただいたものです。 

  令和４年８月の会議につきましては、令和４年８月１日（月）から５

日（金）のいずれかとさせていただきたいと考えておりますので、改め

て日程の調整をお願いいたします。 

  なお、開催の時間につきましては、基本的には、午前であれば１０時

から、午後であれば１時３０分からを予定しておりますが、多少前後に

ずらすことは可能ですので、必要に応じて御意見をいただければと存じ

ます。 

  また、本日欠席のお一人の委員からは、可能であれば金曜日に設定し

ていただきたいと伺っておりますことを申し添えます。 

  以上でございます。 

 

【審議結果】 

○ 議題⑵のアについて 

  令和４年８月５日（金）午前１０時からの開催とします。 

 

【その他意見等】 

○ ガイドライン等は国が作成したものですし、間違っている場合がある

との注釈があることも承知しています。その上で、ガイドライン２９ペ

ージには、例外的に外部提供が認められる場合の例として、緊急に輸血

が必要な場合に本人の血液型を民間病院の医師に知らせる場合等が挙げ

られていますが、輸血をする場合には、必ず直前に検査をしますし、宗

教上の理由等で輸血をしたくないという方もいらっしゃるので、これを

例にするのは適切でないように思います。機会がありましたら、御指摘

くださるようお願いします。 

○ その他、６９ページ１０－５で「届け出なければならい」となってお

り、正しくは「届け出なければならない」だと思いますので、併せて申

し上げておきます。 

 

○ 以上をもちまして、本日の議題は全て終了しました。 

これで、令和４年度第２回武蔵村山市個人情報保護審議会を終了しま

す。本日は、大変お疲れ様でした。 

 

以 上 
 

会議の公開・ 

非 公 開 の 別 

☑公  開                傍聴者：   ０ 人 

□一部公開 

□非 公 開 

 ※一部公開又は非公開とした理由 
 

 

会議録の開示・ 

非 開 示 の 別 

☑開  示 

□一部開示（根拠法令等：                   ） 

□非 開 示（根拠法令等：                   ） 
 

庶 務 担 当 課  総務部 文書法制課  （内線：３８５） 

 

 


